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1.  はじめに 

 凹凸がひどく、車が底をするのを常に警戒しなが

ら走らなければならない砂利道を一般の方は通りた

いと思うだろうか。 
あまりの走行性の悪さにうんざりして、またダム

を見に来ようとは思わなくなるかもしれない。 
付替市道の将来課題は、「砂利舗装」で供用するこ

とで、将来的な走行性の悪さ、それに伴う、ダム巡

視の非効率化、さらにはダム利用者を遠ざける恐れ

があるということだった。 
本報告は、この課題に対しての取り組みを紹介す

るものである。 

 

写真-1 現在のダム管理用通路（市道）の管理状況 

2.  ダム付替市道事業の現状と将来課題 

 胆沢ダム付替市道事業では、岩手県代行事業の中

で、「下層路盤」までが事業範囲となっており、受託

事業相手である岩手県からは、舗装を行うことに対

して支出はできない旨回答を得ている。 
 このような状況の中、どうやって少しでも快適な

路面を実現していくか検討したが、着目したのは、

貯水池内の舗装版についてである。 
廃棄物処理法上、貯水池内の舗装版をダム貯水池

内に存置する場合、その必要性を事業者の方で、客

観的に説明できるものでなければならない。また、

生活環境保全上、支障がないよう配慮しなければな

らない。（岩手県県南広域振興局環境課回答） 
そのため、従来、貯水池内の舗装版は、「舗装版破 

砕」→「ダンプトラック積込・運搬」→「中間処理

施設への搬入・処分費計上」の流れで、多くのコス

トをかけながら、撤去対応されることもあった。 
しかし、このどのみち舗装版を撤去し、処分場ま

で運搬、さらに処分費を要するという状況から、上

手に既設舗装版を有効利用することで、コスト的に

簡易舗装などを実現できる可能性があるのではない

かと考えた。 
 そこで、検討したのが、通常、ダム水没地の舗装

版撤去では行われない「路面切削」を敢えて行うと

いうことであった。 
 この「路面切削」を行うことにより、特殊な加工

を行うこともなく、単純に「切削材」をそのまま上

層路盤に「常温瀝青安定処理」として適用すること

や、新たな路面再生手法として、事前にセメントを

撒いた後に路面切削を行い「セメント安定処理」と

して適用することで、必要な上層路盤材としての強

度を確保できるのではないかと考えた。 
 この切削材を有効利用するポイントとして、上層

路盤が、現在の設計で、粒調砕石（等値換算係数0.35）
となっているため、現設計以上の等値換算となるよ

う材料調整など行う必要がある。  
具体的な対応案を各ケース毎以下に示す。 

 
(1)  上層路盤に「瀝青安定処理」として活用した場

合 

 上層路盤に「常温瀝青安定処理」として切削材を

適用した場合、供用後の表面保護と切削材の安定

度・水密性の向上のため、アスファルト乳剤を散布

することが有効と考えられる。 
目標値は、「常温瀝青安定処理（等値換算係数

0.55）」相当でマーシャル安定度2.45kN以上が必要

であるが、簡易舗装相当であり、交通量も少ない（Ｌ

交通）であることから、粒調砕石相当の64％低減値

（マーシャル安定度2.45kN×等値換算0.35（粒調砕

石）／0.55(常温As安定)＝マーシャル安定度1.56kN
以上）を確保すれば、特段問題ないと思われる。 
 
(2)  上層路盤に「ｾﾒﾝﾄ安定処理」として活用した場

合 

 上層路盤に「セメント安定処理」として切削材を 
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供用後の表面保護と切削材
安定度・水密性の向上

ｱｽﾌｧﾙﾄ乳剤散布（1～2回）が有効

切削材転圧状況
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粒調砕石相当の64％低減値

ﾏｰｼｬﾙ安定度1.56kN以上を確保
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セメントと混合して適用した場合、セメント散布→

路面切削→舗設→散水（車）→転圧→アスファルト

乳剤散布の工程を考えているが、一軸圧縮強度で、

2.45MPaが求められる。 
 現在のところ、舗装再生便覧1)上の標準値である

セメント混合量4％程度で強度が出るのではないか

と考えているが、散水の量と施工方法など試験施工

等で検証しなければならない。 
 目標値は、粒調砕石相当の70％低減値（一軸圧縮

強度1.72MPa）を確保すれば、特段問題ないと考え

られるが、施工品質・施工厚さ・施工延長について

は、将来的な道路管理者である「奥州市」と協議し

ながら設定する予定である。 

運搬

新たな路面再生手法（切削前にセメントを撒いた
後に切削を行い「セメント安定処理」として適用）

① ② ③

④ ⑤

 
 

(3)  上層路盤への適用が試験施工上成立しなかっ

た場合（凍上抑制層への利用） 

 上層路盤への適用が、試験施工上成立しなかった

場合には、「凍上抑制層（下層路盤・路床）」として、

単純にコスト縮減だけをねらいとして、対応する方

法もある。  
 これは、施工工程から舗装版撤去のタイミングに

路盤施工がほとんど残っていないという課題がある

が、品質的には、過去の施工実績から、ＣＢＲ10～
40は出る（付替市道路床性能：ＣＢＲ≧3）ので、

強度的には問題がない。 
また、北海道の利尻島2)において、アスファルト

廃材100％で、凍上抑制層の試験施工及び追跡調査

を行った結果、特に目立った「ひび割れ・わだち」

等はなく、良好な状態という報告もなされている。 
このことから、今回のアスファルト切削材100％

のケースにおいても、凍上性能の確認のために、粒

度試験や凍上試験を行うことで、所定の品質を検証

可能と思われる。 
 

3.  コスト面の確認結果 

 コスト面では、一般的な舗装版破砕撤去・運搬・

処分場処理に要するコストに対して、今回提案した

路面切削材を活用した常温As安定処理で29％コス

トダウン、新たな施工手法のセメント安定処理で

22％コストダウン、凍上抑制層としてそのまま切削

材を利用した場合で32％のコストダウンとなり、十

分コスト縮減効果が見込める公算である。 

 
写真-2 切削材利用舗装施工2年後の状況 

※特に目立った「ひび割れ・わだち」等はなく、良好な状態 
 
4.  おわりに 

 今回の検討結果をまとめると、 
① 貯水池内の舗装版の有効活用においては、「路

面切削」による切削材の活用がコスト面で有効

であること。 
② 上層路盤として有効活用するには、品質を試験

施工等で検証する必要性があること。 
③ 凍上抑制層としては、路面改善効果はないが、

品質面では実績もあり、問題がないと思われる

こと。がわかった。 
 まだ、予備調査段階であるが、処分場への発生抑

制（リデュース）や、素材調整に多くの費用と手間

をかけず、ありのまま使う（リユース）を基本とし

た技術を適用することは、今後、さらに重要になっ

ていくと思われる。 
 今後も長期にわたり地元の方に喜んで利用してい

ただけるものを、いかにコストを抑えながら実現し

ていくかという方向で、ダム事業を進めていきたい。  
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